
代表取締役社長 山畑 直樹
1984年生まれ（40歳）、北海道出身。
2006年、青山学院大学法学部を卒業後、ガリバーインターナショナル（現：株式会社
IDOM）に入社。営業や内部統制対応の担当を経て、買取ガリバーから販売ガリバー
へのリブランディングを担当。2011年以降は、中古車販売事業やデジタル戦略の立ち
上げを主導し、現在IDOMの売上の多くを占める現在のガリバー事業の中核構築を担
当。2018年にサブスクリプションサービス「NOREL」の責任者に就任。2020年に事
業継承を行い、IDOMから独立した株式会社IDOM CaaS Technologyの代表取締役に
就任。
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未上場企業の株式会社IDOM CaaS Technology（イドムカーステクノロジー）へ
出資しました

※組入銘柄は市場動向により変化します。 ※今後も当社が当該銘柄に投資することを保証するものではありません。
※当該銘柄への投資を推奨、勧誘するものではありません。

代表取締役社長 最高投資責任者 藤野英人
運用責任者からのご報告
ひふみクロスオーバーpro ファンドマネージャー

皆様、こんにちは。レオス・キャピタルワークスの藤野英人です。
この度、株式会社IDOM CaaS Technology（以下、ICT）への投資機会を得たことを光栄に思います。ICT
は「マイ・カーライフを、すべての人に。」というビジョンのもと、独自の与信システムを活用し、多く
の方々に柔軟なカーライフを提供しています。日本では、自動車ローンの通過率低下により希望する車を
購入できない人が増えていますが、ICTは独自の与信審査でこれを解決し、サービス「ノレル(NOREL)」や
「ノレルGO」を通じて新しいカーライフを実現しています。また、コロナ禍では医療従事者への車両無償
提供など、社会的意義の高い取り組みも行なってきました。

ICTはよい意味でスタートアップらしくない、非常に強い組織を構築できている点も投資の大きなポイン
トになりました。営業組織を見ても、自動車業界に詳しい人材が多数参画し、結果としてwebの見込み顧客
獲得から成約まで、高水準の営業KPI（重要業績評価指標）が維持されています。また、組織のスピード感
にも驚かされました。私たちの投資検討中に議論が始まった新規事業が、投資実行時にはすでに実現され、
収益化に成功していたほどです。
私たちは、ICTの取り組みが収益性と社会的意義を両立し、新たな自動車流通の形を創造していると確信

しています。

山畑代表取締役社長からのメッセージ
この度は藤野さん、戸田さん、松本さんをはじめとするレオス・キャピタルワー

クス、レオス・キャピタルパートナーズの皆様とのご縁をいただき、ひふみクロス
オーバーpro投資家の皆様に資本参画いただけることを大変光栄に思います。

2020年代に入り、暮らしや価値観が目まぐるしく変化する中、クルマと人との付き合い方も新たな形を
求められています。先の読めない経済変動、多様化するライフスタイル、そして広がる所得やエリアの格差
――私たち IDOM CaaS Technology は、これらの課題に向き合い、「乗りたい、を叶える。乗れない、を
なくす。」という考えのもと、より良いカーライフの創造を目指しています。
このご縁を契機に、変わり続ける時代に寄り添いながら、テクノロジーと情熱でドライバーの未来を支え、

より豊かなカーライフを実現するために、私たちはこれからも挑戦し続けます。
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■ 企業紹介

ファンドマネージャー
松本 凌佳

株式会社IDOM CaaS Technology（以下、ICT）は、独自の与信システムに基づく
中古車流通事業を提供している会社です。
日本の自動車ローンの通過率について調査すると、2022年の成人年齢引き下げや携

帯電話の早期保有、実質可処分所得の低下傾向、円安を起点としたインフレなどの要
因により、欲しい車があっても従来型のローンを組めない人が増えやすい環境が継続
していることがわかります。
投資検討の中で、独自のデータを活用した与信審査を行なうICTのサービスによっ

て、多くの方々が欲しい車に乗れるようになっている姿を目にしました。このような
新しい自動車流通の形を実現しているICTの取り組みは、収益性と社会的な意義が両
立されたものだと思います。

新しいカーライフサービス「ノレル(NOREL)」とは
ノレルは、「所有しない」マイカーという選択肢を提供する車のサブスクサービスで
す。車が必要ですが、マイカーの所有に踏み切れない、自動車ローン審査通過が難し
い方々に、月々一定の金額で好きな車を好きな期間提供するサービスです。プランに
よっては、契約期間中に車種を変更するなどその時のライフプランに応じた車の選択
が可能です。また、車検などのマイカーを所有することによる費用も抑えられること
から、新しいカーライフを実現する手段として注目を集めています。

企業名 株式会社IDOM CaaS Technology（イドムカーステクノロジー）
事業内容 CaaS事業（カーリース事業、レンタカー事業、カーシェアリング事業）
企業HP https://idomcaastechnology.co.jp/

企業概要

※ CaaS事業とは、レンタカー、リース、ファイナンスを活用した車の利活用（Car as a Service）を中心とする事業を指します。

https://idomcaastechnology.co.jp/


ひふみクロスオーバーproの特色
「ひふみクロスオーバーpro」は、マザーファンドを通じて中長期的な信託財産の成長を図るため、次の仕組みで運用
します。
① 国内外の未上場株式と上場株式を主要な投資対象とします。

 未上場株式への投資は、投資事業有限責任組合を通じて行ないます。
② 未上場株式に投資を行ない上場後も投資し続けるクロスオーバー投資を行ないます。

投資リスク
 基準価額の変動要因
• ｢ひふみクロスオーバーpro」は、マザーファンドを通じて株式など値動きのある証券（外国の証券には為替リスクもあります。）に

投資いたしますので、基準価額は、大きく変動します。したがって投資元本が保証されているものではなく、これを割り込むことが
あります。これらの運用により生じる利益および損失は、すべてお客様（受益者）に帰属します。

• 投資信託は預貯金等とは異なります。
 基準価額の変動要因となる主なリスク

価格変動リスク
国内外の株式や公社債を実質的な主要投資対象とする場合、⼀般に株式の価格は個々の企業の活動や業績、
市場・経済の状況等を反映して変動し、また、公社債の価格は発行体の信用⼒の変動、市場金利の変動等
を受けて変動するため、その影響を受け損失を被るリスクがあります。

流動性リスク

有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場に⼗分な需要や供給がない場合や取引規制等によ
り⼗分な流動性のもとでの取引が行なえない、あるいは不利な条件で取引を強いられたり、または取引が
不可能となる場合があります。これにより、当該有価証券等を期待する価格で売却あるいは取得できない
可能性があり、この場合、不測の損失を被るリスクがあります。

信用リスク

有価証券等の発行者や有価証券の貸付け等における取引先等の経営・財務状況が悪化した場合またはそれ
が予想される場合もしくはこれらに関する外部評価の悪化があった場合等に、当該有価証券等の価格が下
落することやその価値がなくなること、または利払いや償還金の支払いが滞る等の債務が不履行となるお
それがあります。投資した企業等にこのような重大な危機が生じた場合には、大きな損失が生じるリスク
があります。

為替変動リスク 外貨建資産を組み入れた場合、当該通貨と円との為替変動の影響を受け、損失が生じることがあります。

カントリーリスク
（エマージング市場
に関わるリスク）

当該国・地域の政治・経済情勢や株式を発行している企業の業績、市場の需給等、さまざまな要因を反映
して、有価証券等の価格が大きく変動するリスクがあります。エマージング市場（新興国市場）への投資
においては、政治・経済的不確実性、決済システム等市場インフラの未発達、情報開⽰制度や監督当局に
よる法制度の未整備、為替レートの大きな変動、外国への送金規制等の状況によって有価証券等の価格変
動が大きくなる場合があります。

※投資リスク(基準価額の変動要因)は、上記に限定されるものではありません。

未上場株式等への投資に関する主なリスク
当ファンドは、投資事業有限責任組合を通じて実質的に未上場株式等に投資を行なうため、他の金融商品を組み入れた投資信託と比
較して、加えて、主に以下のリスクがあります。これらのリスクにより、基準価額が大きく下落し、損失を被るリスクがあります。
● 当ファンドが実質的に投資する未上場株式等は、各銘柄の価格が各企業の個別要因やイベント（デフォルト、上場、Ｍ＆Ａ等）に
よって大きく変動し、上場企業の株式とは値動きの方向性や変動率が大きく異なる場合があるため、評価額が大きく変動し、その 
影響を受け損失を被るリスクがあります。

● 当ファンドが実質的に投資する未上場株式等は流動性が著しく乏しいため、売却時に不利な価格での取引をせざるを得なくなるな
ど、流動性リスクおよび各種リスクの影響が大きくなる可能性があります。

● 未上場株式等の評価額については、その時点で入手できる情報に基づいた公正価値の見積りであり、日々の投資信託の基準価額算
出においては、影響を受ける可能性のある重要な事象を完全かつ正確に反映することが困難となります。

※未上場株式等への投資に関するリスクは上記に限定されるものではありません。
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ファンドの関係法人
委託会社：レオス・キャピタルワークス株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第1151号
加入協会 ⼀般社団法人投資信託協会

⼀般社団法人日本投資顧問業協会
受託会社：三井住友信託銀行株式会社
販売会社：後述の「販売会社」でご確認いただけます

当ファンドや販売会社についての照会先

レオス・キャピタルワークス株式会社
電話：03-6266-0129
受付時間：営業日の9時～17時
ウェブサイト：https://www.rheos.jp/

お申込メモ
商品分類 追加型投信／内外／株式 
当初設定日 2024年9月12日
信託期間 無期限
決算日 毎年7月25日（休業日の場合には、翌営業日）

収益の分配 決算時に収益分配方針に基づいて分配を行ないます。 
購入単位 販売会社が定める単位となります。
購入価額 ご購入のお申込受付日の翌営業日の基準価額（1万口当たり） 
購入代金 販売会社が定める日までに販売会社にお支払いください。

換金（解約）単位 販売会社が定める単位となります。 
換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額（1万口当たり）
換金代金 換金申込受付日から起算して5営業日目から販売会社の本・支店等においてお支払いいたします。

申込締切時間 購入・換金ともに、毎営業日の午後3時30分までに受け付けたものを当日のお申込みとします。
ただし、販売会社によって受付時間が異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

課税関係 

課税上は、株式投資信託として取り扱われます。配当控除の適用はありません。
公募株式投資信託は税法上、⼀定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。
ひふみクロスオーバーproは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により
取り扱いが異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
税法が改正された場合等には、変更となる場合があります。

お客様にご負担いただく費用
◇直接ご負担いただく費用
申込手数料 ：3.3％（税抜き3.0％）を上限として、販売会社が定める料率とします。

「自動けいぞく投資コース」において、収益分配金を再投資する場合は無手数料です。
信託財産留保額：ありません。

◇間接的にご負担いただく費用： 次のとおりです。

運用管理費用
（信託報酬）

※上段は年率
       下段は税抜年率

信託財産の純資産総額に対して年率1.650％（税抜年率1.500％）を乗じて得た額。
信託報酬とは、投資信託の運用・管理にかかる費用のことです。
日々計算されて、投資信託の基準価額に反映されます。なお、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日および毎計算
期末または信託終了のとき「ひふみクロスオーバーpro」の信託財産から支払われます。
運用管理費用の配分

支払先 委託会社 販売会社 受託会社

配分 年率0.825％
（税抜年率0.750％）

年率0.770％
（税抜年率0.700％）

年率0.055％
（税抜年率0.050％）

その他費用・
手数料

組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料（それにかかる消費税等）、先物取引・オプション取引等
に要する費用、外貨建資産の保管等に要する費用、租税、信託事務の処理に要する諸費用、監査法人等に支払
うファンドの監査に係る費用（監査費用）およびそれにかかる消費税等、受託会社の立て替えた立替金の利息
など。
監査費用は日々計算されて毎計算期末または信託終了のとき、その他の費用等はその都度ファンドから支払わ
れます。
これらの費用は、運用状況等により変動するものであり、予めその金額や上限額、計算方法等を具体的に記載
することはできません。

※手数料等の合計金額については保有期間等に応じて異なりますので、表⽰することができません。
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販売会社（銀行）

金融商品取引業者名 登録番号 日本証券
業協会

⼀般社団
法人日本
投資顧問
業協会

⼀般社団
法人金融
先物取引
業協会

⼀般社団法
人第二種金
融商品取引
業協会

株式会社イオン銀行
(委託金融商品取引業者  マネックス
証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者  マネックス
証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社千葉興業銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第40号 ○
株式会社八⼗二銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第49号 ○ ○

※お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。販売会社については、今後変更となる場合があります。

販売会社（証券会社・その他金融機関）

金融商品取引業者名 登録番号 日本証券
業協会

⼀般社団
法人日本
投資顧問
業協会

⼀般社団
法人金融
先物取引
業協会

⼀般社団法
人第二種金
融商品取引
業協会

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○
auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○
株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○
岡三証券株式会社＊ 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○
株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第170号 ○ ○
広島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第44号 ○
松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○
マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○
moomoo証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3335号 ○ ○
楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○
レオス・キャピタルワークス
株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1151号 ○

※お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。販売会社については、今後変更となる場合があります。

＊ ⼀般社団法人日本暗号資産取引業協会に加入しております。

当資料のお取扱いにおけるご注意
 投資信託のお取引は、金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る変動を直接の原因として損失が生じることと

なるおそれがあり、基準価額の下落により元本欠損が生じる可能性があります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に
帰属します。投資信託は、預金等や保険契約とは異なります。

 当資料は、当社の商品をご理解いただくための情報提供資料としてレオス・キャピタルワークスが作成したものです。投資信託のお申
込みにあたっては、事前に販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容を⼗分にお読みになり、ご自身でご判
断ください。

 当資料は作成日における信頼できる情報に基づき作成しておりますが、内容の正確性・完全性を保証するものではなく、また記載され
ている内容は予告なく変更される場合があります。

 セミナー等で金融商品の説明等をすることや、お客様からのご依頼がある場合に金融商品に関する追加の説明等をすることがあります。
しかしながら、売買の推奨等を目的とした投資勧誘は行ないません。また、金融商品の案内、説明等はあくまで各お客様ご自身のご判
断に資するための情報提供目的であり、金融商品の購入等を推奨するものでもありません。

 投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構等の保護の対象ではありません。証券会社以外でご購
入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。
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